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（目的） 

第１条 この要綱は、伊豆諸島における海上貨物運賃値上げによる島民生活への影響を考

慮し、予算の範囲内で一部貨物の運賃補助を行うことにより、物価の抑制及び島内産業

の振興を図り、もって島民生活の安定に資することを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては、東京都補助金等交付規則（昭和３７年規則第１４１号）に

規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助事業者） 

第２条 この要綱に基づく補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、内航海

運業法（昭和２７年５月２７日法律第１５１号）に基づく内航海運業の登録を受け若しく

は届出をし又は海上運送法（昭和２４年６月１日法律第１８７号）に基づく一般旅客定期

航路事業の許可を受け、本土と伊豆諸島相互間において補助対象貨物を輸送する者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、この要綱に基づく補助金の交付対象とし

ない。 

 一 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号。以下「暴排条例」 

  という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 二 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力 

  団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規      

  定する暴力団関係者をいう。）に該当する者があるもの 

 

（補助対象期間） 

第３条 補助対象期間は１月１日から１２月３１日までの１年間とする。 

 



 

（補助対象貨物及び補助率） 

第４条 補助金交付の対象となる貨物及び補助率は別表１に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、次の各号に定める書類を作成し、

６月１０日までに提出しなければならない。 

 一 伊豆諸島海上貨物運賃補助金交付申請書（別記第１号様式） 

 二 暴力団等に該当しないとする「誓約書」 

 三 その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 知事は、前条の規定により提出された書類を審査し、適当と認めた場合は、予算

の範囲内で補助金の交付決定を行い、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の分割概算払いの請求等） 

第７条 補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、交付決定額の範囲内で、分割概

算払いによる補助金請求書（別記第２号様式）を提出することができる。 

２ 知事は、前項の規定による補助金の分割概算払いの請求があったときは、交付決定額

の範囲内で、これを交付することができる。 

 

（実績報告書の提出） 

第８条 補助事業者は、補助対象期間における補助事業が完了したときは、実績報告書（別

記第３号様式）を作成し、知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、前条の規定により提出された実績報告書を審査し、適当と認めた場合は、

交付すべき補助金の額の確定を行い、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の確定額が交付決定額を上回った場合、知事は予算の範囲内で補助金の追加交付

をすることができる。また、確定額が交付決定を下回った場合、補助事業者は、知事の

指定する期日までに、確定額とすでに交付を受けた概算払額との差額を都に返還しなけ

ればならない。 

 

（補助金の額の確定基準） 

第１０条 前条第 1項の補助金の額は、次の各号に定める基準による。 

一 別表第 1 の補助率１００％の補助対象貨物に係る補助金の額は、当該補助対象貨物

の取扱トン数に別表２に掲げる運賃表の当該補助対象貨物が適用される運賃を乗じて

得た額とする。 

二 別表第 1 の補助率５０％の補助対象貨物に係る補助金の額は、当該補助対象貨物の

取扱トン数に別表２に掲げる運賃表の当該補助対象貨物が適用される運賃に、別表３

に掲げる係数を乗じて得た額とする。ただし、補助事業者が別表２に掲げる運賃表の 



 

範囲内において、あらかじめ運賃指定がある場合にあっては、当該補助対象貨物の実

績運賃収入額に、別表３に掲げる係数を乗じて得た額とする。 

三 前各号において、補助事業者の錯誤等により、別表２に掲げる運賃を超える運賃で

輸送した場合は、その超えた運賃収入額を除いた額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、あらかじめ運賃指定のない補助事業者においては、別途東

京都と当該事業者間で運賃の定めに関する協定を締結するものとし、当該補助事業者に

対し、別表第 1 に掲げる補助率５０％の補助対象貨物の実績運賃収入額に別表第３に掲

げる係数を乗じて得た額とする。 

 

（燃料油価格変動調整金） 

第１１条 知事は、前条各号に規定する補助金の額のほか、特に必要と認める場合、補助

事業者が導入する燃料油価格変動調整金を補助することができる。 

２ 燃料油価格変動調整金の額は、補助事業者があらかじめ知事に申請し認められた調整

率に、前条各号に定める額を乗じて得た額の範囲内とする。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 知事は、補助事業者が次の各号の一に該当するときは、第６条の規定により交

付決定した補助金の全部若しくは一部を取り消し、又はすでに交付をした補助金の全部若

しくは一部の返還を命ずることができる。 

一 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定又は補助金の交付を受けたとき。 

二 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

三 その他補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した交付条件又は知事の命令に違

反したとき。 

四 交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他

の従業員若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

２ 前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用するものとする。 

 

（調査等） 

第１３条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して必要な報告をさせ、

又は職員に帳簿、書類その他物件等を調査させることができる。 

 

 

 

 

附   則 

（施行期日） 

 １ この要綱は、昭和６２年３月２５日から施行し、昭和６２年度の補助金から適用す

る。 

 ２ この要綱は、平成７年３月１７日から施行し、平成６年４月１日以降の取扱貨物か

ら適用する。 



 

 ３ この要綱は、平成１９年５月７日から施行し、平成１９年１月 1 日以降の取扱貨物

から適用する。ただし、魚介類については、平成１９年５月７日以降の取扱貨物から

適用する。 

 ４ この要綱は、平成２０年１１月１日から施行し、平成２０年１１月１日以降の取扱

貨物から適用する。 

 ５ この要綱は、平成２１年１２月１５日から施行し、平成２１年１２月１５日以降の

取扱貨物から適用する。 

 ６ この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年４月１日以降の取扱貨物

から適用する。 

 

 

 

 

 


